
  　   　  　 企 業 短 期 経 済 観 測 調 査 結 果
（ 2022年12月 神奈川県分  ）  < 第 1 部 >

調 査 時 点 ： 2022年12月 　（回答期間 11月10 日　　～ 12月13 日）

調 査 対 象 企 業 数 ： 297 社（うち製造業 131 社、非製造業 166 社）

有 効 回 答 企 業 数 ： 295 社（うち製造業 130 社、非製造業 165 社）

有 効 回 答 率 ： 99.3 ％

１．業況判断
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２．売上
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３．企業利益
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４．設備投資
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 (企業規模別＜有形固定資産計上ベース＞)･･･････････････････････････････････････････････････  ４
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（ソフトウェア・研究開発を含む設備投資額＜除く土地投資額＞）･･････････････････････････････  ５

（生産・営業用設備判断）･･････････････････････････････････････････････････････････････････  ５

５．需給、製商品在庫水準、仕入・販売価格

（国内製商品・サービス需給判断）･･････････････････････････････････････････････････････････  ６

（海外製商品需給判断）････････････････････････････････････････････････････････････････････  ６

（製商品在庫水準判断）････････････････････････････････････････････････････････････････････  ６

（仕入価格判断）･･････････････････････････････････････････････････････････････････････････  ６
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６．雇用

（雇用人員判断）･･････････････････････････････････････････････････････････････････････････  ７

（新卒者採用状況）････････････････････････････････････････････････････････････････････････  ７

７．企業金融（全産業）

（資金繰り判断、金融機関貸出態度判断、借入金利水準判断）･･････････････････････････････････  ７

（注）１．有効回答企業数 ＝ 業況判断の回答企業社数

　　　２．有効回答率 ＝ 有効回答企業数 ÷ 調査対象企業数 × 100

　　　３．神奈川の売上、企業利益、設備投資は、除くプラント企業ベース

　　　　　

2022 年 12 月 14 日

日本銀行横浜支店
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１．業況判断

（業種等別）
（「良い」-「悪い」・％ポイント）

22/6月

調　査

最近 最近 先行き 最近 先行き

 ３  ４  ５  ９  ７

 ３ △ ２  ６  ４  ８

うち　はん用・生産用・業務用機械  １８  ２７  ２４  ２７  ２４

　　電気機械  ６  ６  ０  ２０  １４

　　輸送用機械 △ ８ △ ８  ４ △１２ △ ４

　　素  　材 △ ３ △２０  ０ △１２  ５

 ４  ９  ５  １４  ６

うち　建設  ０  １５ △１０  ３２ △１０

　　不動産・物品賃貸  １７  １８  １８  ２１  ２２

　　運輸・郵便 △１７  ０  ０  ７  ０

　　情報通信  ３８  ３８  ３８  ４６  ２３

　　対事業所サービス  ７  ４  ０ △ ４  ８

　　小　　売 △１２ △１２ △１６  ４ △ ８

　　対個人サービス △１６  ２５  ３４  １６  ２５

 ２  ３  １  ６  １

 １  ０ △ １  ２ △ ２

 ４  ５  １  １０  ３

(注） 素材に含まれる業種は、繊維、木材•木製品、紙•パルプ、化学、石油•石炭製品、窯業•土石製品、鉄鋼、非鉄金属。

（企業規模別）
（「良い」-「悪い」・％ポイント）

22/6月

調　査

最近 最近 先行き 最近 先行き

 １５  １０  １４  ２０  １４

△ １ △ ２  ５  ２  ７

 ０  ７ △ １  １０  ５

 ２  ２  １４  ４  ６

△ ３ △１０  ２ △ ２  ９

 ７  ０  ０  １０  １０

 ３５  ２１  １４  ４５  ２４

 ０  ３  ７  ５  ５

△ ４  １１ △ １  ９  ２

22/12月

22/9月 22/12月

調　査 調　査

神
 
 
 
奈
 
 
 
川

　全　　  　   　産　     　　　業

　製   　　  　  造　 　        業

　非　  　  製　 　   造　　    業

全
 
 
国

　全　　  　   　産　     　　　業

　製　  　　   　造　　　     　業

　非　  　　製　 　 　造　  　　業

22/9月

調　査 調　査

神
　
　
奈
　
　
川

全
産
業

大            企            業

中       堅    　  企       業

中       小    　  企       業

製
造
業

大            企            業

中       堅    　  企       業

中       小    　  企       業

非
製
造
業

大            企            業

中       堅    　  企       業

中       小    　  企       業

 １



２．売上

（売上）
（前年度比・％、前年同期比・％、( ）内は前回調査比修正率・％）

20年度 21年度 22年度

実　績 実　績 上　期 下　期 計　画 上　期 下　期

(  0.7) (  0.4) (  1.0)

 △ 7.0    1.7    9.6  △ 4.6    8.4    7.8    9.0 

(  0.6) (△ 0.3) (  1.4)

 △11.9    1.4    11.5  △ 6.3    12.9    13.4    12.5 

(△ 1.9) (△ 3.3) (△ 0.6)

 △ 8.1    30.6    41.8    21.8    11.4    13.9    9.2 

(  1.1) (  0.4) (  1.8)

 △12.5  △ 3.2    6.6  △10.5    13.3    13.3    13.2 

(  0.8) (  1.2) (  0.5)

 △ 1.9    2.0    7.6  △ 2.7    3.6    1.9    5.1 

(  1.6) (  2.0) (  1.3)

 △ 7.8    4.3    5.9    2.9    7.7    9.4    6.1 

(注）年度計画項目において企業から回答が得られなかった場合、欠測値補完を行った計数を使用している（以下同じ）。

（企業規模別）
（前年度比・％、前年同期比・％、( ）内は前回調査比修正率・％）

20年度 21年度 22年度

実　績 実　績 上　期 下　期 計　画 上　期 下　期

(  0.8) (  0.5) (  1.1)

 △10.1    0.9    9.4  △ 5.6    11.0    11.6    10.5 

(  0.2) (△ 0.3) (  0.7)

 △ 1.5    3.0    11.5  △ 4.1    3.4    0.0    6.8 

(  1.5) (  2.5) (  0.6)

 △ 4.4    2.2    3.5    1.1    8.2    11.5    5.3 

(  0.6) (△ 0.4) (  1.5)

 △13.4  △ 1.2    10.2  △ 9.4    13.6    13.8    13.4 

(  1.2) (△ 0.5) (  2.8)

 △ 9.3    12.3    19.7    6.0    11.1    10.1    12.2 

(△ 1.6) (  2.5) (△ 5.5)

   2.1    2.2    2.5    1.9    9.7    21.2  △ 0.2 

(  1.3) (  2.3) (  0.5)

 △ 3.4    4.9    8.0    2.3    6.4    7.6    5.3 

(△ 0.3) (△ 0.2) (△ 0.3)

   1.9  △ 0.7    8.1  △ 8.1  △ 0.1  △ 4.6    4.3 

(  3.2) (  2.5) (  3.7)

 △ 6.0    2.2    4.1    0.6    7.4    6.8    8.0 

（輸出企業の想定為替レート＜製造業＞）

（円/ﾄﾞﾙ）

上　期 下　期 上　期 下　期

110.69 109.13 112.25 117.64 117.84 117.44

　　―― 　　―― 　　―― 123.76 123.12 124.41

　　―― 　　―― 　　―― 129.46 127.90 131.02

神
 
 
 
 
奈
 
 
 
 
川

　製　　　　　造　　　　　業 

輸　　　　　　出

内　　　　　　需

　非　　　製　　　造　　　業

　全　　　　　産　　　　　業

全
国

　全　　　　　産　　　　　業

製
造
業

大 　　　企　　　　業

中　　堅　 　企　　業

中　  小　 　企  　業

全
産
業

大 　　　企　　　　業

中　　堅　 　企　　業

中　  小　 　企  　業

神
　
　
　
　
奈
　
　
　
　
川

中　　堅　 　企　　業

中　  小　 　企  　業

非
製
造
業

大 　　　企　　　　業

21年度 22年度

神
奈
川

前々回調査(2022/6月)

前回調査(2022/9月)

今回調査(2022/12月)

 ２



３．企業利益

（経常利益）
（前年度比・％、前年同期比・％、( ）内は前回調査比修正率・％）

20年度 21年度 22年度

実　績 実　績 上　期 下　期 計　画 上　期 下　期

(  4.4) (  17.4) (△ 6.4)

 △ 3.2    23.5    85.6  △ 5.0    13.7    23.5    5.1 

(  4.9) (  24.5) (△10.5)

 △ 7.0    30.8 3.1倍  △12.0    19.4    38.4    3.7 

(  3.7) (  9.3) (△ 1.2)

   0.3    16.2    31.1    4.8    7.5    8.3    6.7 

(  6.3) (  13.7) (△ 1.3)

 △20.1    42.7    70.4    24.1    7.5    21.6  △ 5.4 

（企業規模別）
（前年度比・％、前年同期比・％、( ）内は前回調査比修正率・％）

20年度 21年度 22年度

実　績 実　績 上　期 下　期 計　画 上　期 下　期

(  7.2) (  22.6) (△ 5.9)

   1.1    32.2    94.1    2.7    18.0    31.3    6.2 

(△ 7.5) (△ 2.3) (△11.7)

 △23.8    3.8    76.1  △27.7    0.3  △ 5.2    6.0 

(  0.7) (△ 0.2) (  1.3)

   9.2  △ 4.4    23.7  △14.6  △ 3.8    5.7  △ 9.3 

(  5.7) (  25.9) (△10.7)

 △ 7.2    42.7 3.9倍  △ 6.8    24.1    47.1    5.3 

(  5.5) (  27.8) (△ 9.5)

 △30.9    11.0 2.3倍  △28.9  △ 1.0  △ 4.3    2.3 

(△18.5) (△34.3) (△ 8.8)

   43.7  △33.9  △38.6  △32.1  △21.0  △17.9  △22.3 

(  9.4) (  17.8) (  2.0)

   12.0    20.6    21.6    19.7    9.9    12.2    7.6 

(△14.1) (△15.4) (△13.0)

 △20.8  △ 0.4    52.6  △26.9    1.2  △ 5.8    8.4 

(  9.6) (  14.1) (  6.3)

 △ 3.5    31.3 2.0倍    6.5    4.1    13.6  △ 2.3 

（売上高経常利益率）
（％）

20年度 21年度 22年度

実　績 実　績 上　期 下　期 計　画 上　期 下　期

4.99 6.39 6.31 6.46 6.77 7.26 6.32

4.72 6.45 6.22 6.65 6.92 7.64 6.27

5.25 6.33 6.41 6.25 6.59 6.82 6.38

全
国

4.53 6.22 6.29 6.15 6.21 6.99 5.48全　　　 　産　　　 　業

非
製
造
業

大 　　　企　　　　業

中　　堅　 　企　　業

中　  小　 　企  　業

神
 
奈
 
川

全     　　産　　     業

製　       造   　    業

非   　製 　   造　   業

神
　
　
　
　
奈
　
　
　
　
川

全
産
業

大 　　　企　　　　業

中　　堅　 　企　　業

中　  小　 　企  　業

製
造
業

大 　　　企　　　　業

中　　堅　 　企　　業

中　  小　 　企  　業

神
 
 
奈
 
 
川

全     　　産　　     業

製　       造   　    業

非   　製 　   造　   業

全
国

全　　　 　産　　　 　業

 ３



４．設備投資　

（設備投資＜有形固定資産計上ベース＞）
（前年度比・％、( ）内は前回調査比修正率・％）

20年度 21年度 22年度

実　績 実　績 計　画

(△ 6.0)

 △23.3    13.9    15.8 

(△ 9.1)

 △18.0    19.6    20.9 

(  0.8)

 △29.8    4.9    6.9 

(△ 1.1)

 △ 8.5  △ 0.8    15.1 

（注）土地投資額を含み、ソフトウェア投資額、研究開発投資額は含まない（以下同じ）。

（企業規模別＜有形固定資産計上ベース＞）
（前年度比・％、( ）内は前回調査比修正率・％）

20年度 21年度 22年度

実　績 実　績 計　画

(△ 5.6)

 △30.0    1.4    37.9 

(△ 6.8)

 △13.3  △ 8.4    13.7 

(△ 7.4)

   13.6 3.6倍  △48.8 

(△ 9.2)

 △21.6  △ 9.2    62.2 

(△16.2)

 △ 5.0  △ 0.7  △12.7 

(△ 1.1)

   29.5 7.4倍  △51.4 

(  7.8)

 △46.1    31.2  △ 6.4 

(△ 2.2)

 △17.3  △12.6    30.5 

(△33.8)

   9.1  △41.8  △22.4 

神
　
　
　
　
奈
　
　
　
　
川

全
産
業

大 　　　企　　　　業

中　　堅　 　企　　業

中　  小　 　企  　業

製
造
業

大 　　　企　　　　業

中　　堅　 　企　　業

中　  小　 　企  　業

非
製
造
業

大 　　　企　　　　業

中　　堅　 　企　　業

中　  小　 　企  　業

神
 
 
奈
 
 
川

　全　　　　　産　　　　　業

　 製　　　　　造　　　　　業 

　非　　　製　　　造　　　業

全
国

　全　　　　　産　　　　　業

 ４



（研究開発投資額）
（前年度比・％、( ）内は前回調査比修正率・％）

（ソフトウェア・研究開発を含む設備投資額＜除く土地投資額＞）
（前年度比・％、( ）内は前回調査比修正率・％）

（生産・営業用設備判断）
（「過剰」-「不足」・％ポイント）

22/6月

調　査

最近 最近 先行き 最近 先行き

全 　       産　  　    業  ０  ０  ０ △ １ △ １

製　        造 　       業  ２  １  １ △ １ △ １

非　　　製　　　造　　　業 △ １ △ １ △ １ △ ２  ０

全　　　　　産　　　　　業  ０ △ １ △ ３ △ ２ △ ３

製　　　　　造　　　　　業  １  ０ △ １  １ △ １

非　　　製　　　造　　　業 △ １ △ ３ △ ４ △ ４ △ ４

全
国

全
国

全　　　　　産　　　　　業

神
 
 
奈
 
 
川

神
 
 
奈
 
 
川

全　　　　　産　　　　　業

製　　　　　造　　　　　業

非　　　製　　　造　　　業

全　　　　　産　　　　　業

非　　　製　　　造　　　業

製　　　　　造　　　　　業

全　　　　　産　　　　　業

22/9月 22/12月

調　査 調　査

全
 
 
国

神
 
奈
 
川

22年度

実　績 実　績 計　画

 △ 4.8 

   7.9 

 △ 6.9 

 △ 6.3 

   9.3 

 △12.6 

20年度 21年度

   3.6 

   12.0 

   2.8 

   3.3 

   8.1 

   7.0 

(△ 0.5)

(  1.5)

(  0.0)

(△ 0.5)

22年度

実　績 実　績 計　画

   1.2 

   0.1 

   12.0 

20年度 21年度

   8.7 

(△ 5.8)

   15.8 

(△ 4.2)

 △ 8.5 

 △27.0 

 △13.2 

   14.3 

(△ 0.5)

   13.6 

(  0.6)

   16.5 

 △17.9 

 ５



５．需給、製商品在庫水準、仕入・販売価格

（国内製商品・サービス需給判断、海外製商品需給判断、製商品在庫水準判断、仕入価格判断、販売価格判断）
（％ポイント）

22/6月

調　査

最近 最近 先行き 最近 先行き 　

 ０ △ ５ △ ３ △ ６ △ ９

△１５ △１７ △１５ △１４ △ ７

 ６  ０  ２ △ ２ △ ９

△ ５ △ ４ △ ５ △ ５ △ ３

△ １ △ ３ △ ３ △ ７ △ ４

△ ９ △１２ △ ９ △１２ △ ３

 ３  ２  ０ △ ４ △ ５

 ５  ９ ――  １３ ――

 １０  ７ ――  ８ ――

 ４  １０ ――  １４ ――

 ６８  ７０  ６７  ７６  ６３

 ５８  ６１  ５９  ７１  ５８

 ７３  ７４  ７１  ８０  ６６

 ４８  ４５  ５１  ５１  ５３

 ３２  ３１  ３５  ３９  ３４

 ４４  ４７  ４２  ５４  ４７

 ２８  ２４  ３３  ３２  ２９

 １２  １４  ２１  ２２  ２７

(注）１．加工業種：食料品、金属製品、はん用・生産用・業務用機械、電気機械、輸送用機械、その他製造業。

　　 ２．国内製商品・サービス需給判断及び海外製商品需給判断は、「需要超過」－「供給超過」で算出。

　　 ３．製商品在庫水準判断は、「過大」－「不足」で算出。

　　 ４．仕入価格判断は、「上昇」－「下落」で算出。

　　 ５．販売価格判断は、「上昇」－「下落」で算出。

販
売
価
格
判
断

製    造    業

 うち 素材業種

　 　 加工業種

非  製  造  業

非  製  造  業

製
商
品
在
庫

水
準
判
断

製    造    業

 うち 素材業種

　  　加工業種

22/9月 22/12月

調　査 調　査

神
 
 
 
 
奈
 
 
 
 
川

 
国
内
製
商
品
・
サ
ー

ビ
ス

需
給
判
断

製    造    業

 うち 素材業種

　  　加工業種

非  製  造  業

海
外
製
商
品

需
給
判
断

製    造    業

 うち 素材業種

　  　加工業種

仕
入
価
格
判
断

製    造    業

 うち 素材業種

　 　 加工業種

 ６



６．雇　　用

（雇用人員判断）
（「過剰」-「不足」・％ポイント）

22/6月

調　査

最近 最近 先行き 最近 先行き

　全           産            業 △２３ △２５ △２７ △２８ △２９

　製           造            業 △１０ △１４ △１７ △１８ △１８

　非       製       造       業 △３２ △３４ △３６ △３６ △３８

　全           産            業 △２４ △２８ △３１ △３１ △３３

　製           造            業 △１５ △１９ △２２ △２０ △２３

　非       製       造       業 △３０ △３４ △３７ △３８ △３９

（新卒者採用状況）
（前年度比・％、（ ）内は前回調査からの修正率・％）

22年度 23年度

計　画 計　画

(△ 0.3) (  0.7)

△ 3.9   1.4   12.3 

(△ 2.1) (△ 3.7)

△ 8.4   1.9   11.7 

７．企業金融(全産業)

（資金繰り判断、金融機関貸出態度判断、借入金利水準判断）
（％ポイント）

22/6月

調　査

最近 最近 先行き 最近 先行き

 資　 金　 繰　 り　 判　 断  ９  １１ ――  １２ ――

 金 融 機 関 貸 出 態 度 判 断  １６  １９ ――  １９ ――

 借　入　金　利　水　準　判　断  ７  ８  １３  ８  １２

 資　 金　 繰 　り 　判　 断  １２  １１ ――  １０ ――

 金 融 機 関 貸 出 態 度 判 断  １８  １７ ――  １６ ――

 借  入  金  利  水  準  判  断  ５  ６  １４  ８  １５

(注）１．資金繰り判断は、「楽である」－「苦しい」で算出。

　　 ２．金融機関貸出態度判断は、「緩い」－「厳しい」で算出。

　　 ３．借入金利水準判断は、「上昇」－「低下」で算出。

神
 
奈
 
川

全
 
 
国

全
国

　全           産            業

22/9月 22/12月

調　査 調　査

神
 
奈
 
川

全
 
 
 
国

21年度

神
奈
川

　全           産            業

(注）前回調査とは、6月調査の場合は前年12月調査、12月調査の場合は当年6月調査を指す。

22/9月 22/12月

調　査 調　査

 ７



本件に関する問い合わせ先

日本銀行横浜支店総務課

電話：０４５―６６１―８１１１（代）
メールアドレス：yokohama@boj.or.jp


